
 

『１０年ぶり５０００件超 上半期倒産、物価・人件費高で』 
 

 東京商工リサーチが発表した「２０２４年度上半期（４～９月）の企業倒産（負債額１０００万円以上）調

査」結果によると、件数は前年同期比１７．８％増の５０９５件で、上半期として３年連続で増加した。半期

として５０００件を超えるのは、２０１４年度上半期（５０４９件）以来１０年ぶり。円安による物価高や人件費

高騰のあおりを受けた倒産が目立った。負債総額は１３．８％減の１兆３７５４億１００万円で、大型倒産の

件数が減ったことが減少要因。ただ、３年連続で１兆円を超えた。 

 産業別の倒産件数を見ると、１０産業のうち、「金融・保険業」を除く９産業

で前年同期を上回った。「サービス業他」が１５．３％増の１６９３件で最も多

く、１９９５年度以降の３０年間では最多。以下、「建設業」の９６４件（前年同

期比１３．１％増）、「卸売業」６３９件（同３１．４％増）、「製造業」５８５件（２６．

３％増）、「小売業」５５２件（同１９．４％増）「情報通信業」２２５件（同２７．８％

増）、「運輸業」２２３件（同５．６％増）などが続いている。 

 一方、「金融・保険業」は１３件（同２７．７％減）で、３年ぶりに前年同期を

下回った。地区別件数では、２年連続で９地区すべてにおいて前年同期

を上回った。 
 

『デジタルインフラ整備でまとめ 経産・総務省の有識者会合』 
 

 経済産業省と総務省は「デジタルインフラ（ＤＣ等）整備に関する有識者会合 中間とりまとめ３．０」を

ホームページで公表した。有識者会合は、クラウド化、ＡＩの導入・進展といった大きな環境の変化を受

け、データセンターや国際海底ケーブルをはじめとするデジタルインフラの整備の在り方について検

討。今やデジタルインフラは「社会インフラのインフラ」として、我が国における安心・安全や社会経済の

持続的な発展を確保するために必要不可欠な礎になっていると強調した。 

 中間とりまとめは今後の具体的な対応策として（１）データセンターの

分散立地の更なる推進（２）最先端技術の研究開発・社会実装の推進

（３）国際海底ケーブルの陸揚局の分散（４）ＧＸ政策との連携―の４項

目を挙げた。地方におけるデータセンターの整備が単なるインフラ投資

に留まることなく、今後期待されるあらゆる社会活動へのＡＩ利活用とそ

れに合わせた高度なサービスの実装を実現するため、データセンター

を地域のエコシステムを支える基盤とすることが重要で、データセンター

の地域分散に向け、政策的支援策を早急に検討すべきだとした。国際

海底ケーブルの陸揚局の立地に関しては房総半島・志摩半島におけ

る集中からの分散促進が重要とした。 
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